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Ⅰ 伐採、造林、保育その他森林の整備に関する基本的な事項 

１ 森林整備の現状と課題 

  当町は、岩手県の最北端に位置し、東は洋野町、西は二戸市、南は久慈市と九戸村、北は青森県

の八戸市と南部町及び階上町に接しており、総面積２４,５８２ｈａの農山村地帯で、周辺を階上

岳、久慈平岳、折爪岳及び靄岳等に囲まれた北上山系の最北端の標高２００ｍから３００ｍの丘陵

地帯にある。 

  年間降水量は、１,０００ｍｍ前後で全国平均に比べると３分の２程度であり、干ばつの被害を

受けやすい。 

  年平均気温は９．３℃であるが、夏季には偏東風（やませ）が発生するなど冷涼な気候となるこ

とがあり、気象状態が不安定な時がある。  

  総面積のうち、７５．０％にあたる１８，４４７ｈa が森林であり、森林面積のうち、県有林が

１，６３２ｈa（８．９％）、町有林が２８５ｈa（１．５％）、私有林が１６，５３０ｈa（８９．６％）

と全てが民有林であり、人工林が６，５３２ｈa（３５．４％）となっている。 

  蓄積量は、総蓄積量が３，７８２千立方メートル、うち天然林１，８５２千立方メートル、人工

林１，９３０千立方メートルとなっている。 

また、人工林の樹種別面積割合は、アカマツ４０．１％、スギ２８．８％、カラマツ２８．５％、

その他２．６％となっている。 

近年の木材価格の低迷と林業従事者の高齢化に伴い手入れが不十分な森林が見られるようになっ

てきており当町も例外ではない。 

  その一方では、馬淵川上流森林計画区に属し、その豊富な水の源として豊かな自然に配慮し森林

整備及び林業生産が行われてきている。 

  併せて木炭やしいたけをはじめとする特用林産物を産し、県内の主要な生産地である県北地区に

属し振興に大きく寄与している。 

  また、森林の総合利用が盛んであり、森林総合利用施設等を活用した森林環境教育が活発に行わ

れている。 

  このような状況の中、当町では、健全な森林づくりにより水源かん養等国土保全に関わる機能の

確保はもとより優良材の持続的、安定的生産を目指し、各種助成制度を有効に活用し、林内路網等

の生産基盤の整備と機械化を推進し生産性の向上と経営の安定化への取組みが緊急な課題となっ

ている。 

  併せて、間伐材の有効利用、林産物の流通の円滑化を図り、豊富な森林資源を活用した地域の振

興を目指していかなければならない。 

２ 森林整備の基本方針 

  森林の整備にあたっては、木材等の林産物の供給、水源のかん養、国土の保全、保健・文化・教

育的利用の場の提供、良好な生活環境の保全等の機能の発揮に加え、生態系としての森林という認

識のもと、地球温暖化の防止や生物多様性の保全等地球規模での環境問題への期待の高まりに応え

るため、育成単層林における保育・間伐の積極的な推進、人力と天然力を適切に組み合わせた多様

性に富む育成複層林の整備、天然生林の的確な保全・管理等により、重視すべき機能の持続的な発

揮に応じ多様な森林資源の整備を図ることとする。 

  また、林道については効率的な森林施業、森林の適正な管理経営並びに農耕地や養鶏場の多くが

森林に近接していることから、関係機関の連携のもと農山村地域の振興に資するよう計画的な整備

を推進することとする。 
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 （１）地域の目指すべき森林資源の姿 

    当町の森林資源は着実に成熟化しつつあるが、その多くが保育・間伐を必要とする育成段階

にあることから、今後、造成を機軸とする段階から森林を健全な状態に育成し、循環させると

いう質的充実に向けた森林整備を推進することが必要となっている。 

    併せて、水資涵養機能、山地災害防止機能/土壌保全機能、快適環境形成機能、保健・レクリ

エーション機能、文化機能、生物多様性保全機能、木材等生産機能など森林の役割に対する期

待に応えた森林整備を推進することが必要となっている。 

    このため、森林の有する機能や特性の持続的な発揮を確保するための適切な森林施業を推進

する必要がある。 

 本計画を指針として関係諸施策の実施状況を考慮し、森林施業の効果的な実行の確保が図ら

れるよう配慮するものとする。 

    森林の主な機能と各機能に応じた森林の望ましい姿は、次のとおりである。 

機能の区分 森林の望ましい姿 

水源涵
かん

養機能 下層植生とともに樹木の根が発達することにより、水を蓄えるすき間に富

んだ浸透・保水能力の高い森林土壌を有する森林であって、必要に応じて浸

透を促進する施設等が整備されている森林 

山地災害防止機

能／土壌保全機能 

下層植生が生育するための空間が確保され、適度な光が射し込み、下層植

生とともに樹木の根が深く広く発達し土壌を保持する能力に優れた森林で

あって、必要に応じて山地災害を防ぐ治山施設が整備されている森林 

快適環境形成機能 樹高が高く枝葉が多く茂っているなど遮へい能力や汚染物質の吸着能力

が高く、諸被害に対する抵抗性が高い森林 

保健・レクリエー

ション機能 

身近な自然や自然とのふれあいの場として適切に管理され、多様な樹種等

からなり、住民等に憩いと学びの場を提供している森林であって、必要に応

じて保健・教育活動に適した施設が整備されている森林 

文化機能 史跡、名勝等と一体となって潤いのある自然景観や歴史的風致を構成して

いる森林であって、必要に応じて文化活動に適した施設が整備されている森

林 

生物多様性保全機

能 

 原生的な森林生態系、希少な生物が生育・生息する森林、陸域・水域にま

たがり特有の生物が生育・生息する渓畔林 

木材等生産機能 林木の生育に適した土壌を有し、木材として利用する上で有用な樹木によ

り構成され、成長量が高い森林であって、林道等の基盤施設が適切に整備さ

れている森林 

注１: 森林の有する多面的機能については、地形条件、気象条件及び森林の種類などにより発揮される効果は異な

り、また、洪水や渇水を防ぐ役割については、人為的に制御できないため、期待される時に必ずしも常に効果

が発揮されるものではないことに留意する必要がある。 

２: これらの機能以外に森林の有する多面的機能として地球環境保全機能があるが、これについては二酸化炭素

の固定、蒸散発散作用等の森林の働きが保たれることによって発揮される属地性のない機能であることに留意

する必要がある。 

 

当町は広大な森林を有しており、これら森林が持つ公益的機能の有効利用を図るとともに、

自然的、社会的、経済的及び文化的条件を勘案して、旧町村単位に晴山、軽米、小軽米の３地
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区に区分し、各地域の特性を生かした森林資源の活用を推進する。 

  （ア）晴山地域 

     晴山地域は、平坦部が少なく、比較的低地の丘陵地帯で農業を基幹とする農山村地域であ

る。 

     森林の状況は、人工林率は高いが半分が９齢級以下の若齢林で占められている。 

     今後は、これらの森林の保育、間伐を中心とした森林施業を促進し、優良材の生産体制の

確立を推進するとともに林道、作業路をはじめとして基盤整備を図る。 

     また、この地域には折爪馬仙峡県立自然公園に含まれる折爪岳があり、森林総合利用施設

「健康とゆとりの森」として野生生物観察施設、展望台、林内歩道が整備され、併せて宿泊

施設「ミレットパーク」が整備されている。 

     これらの施設を有効に活用し、森林と町民及び都市住民のふれあいの場としての施設の整

備と拡充の推進を継続する。 

     また、この地域には急崚な山林が多く存在しており、国土保全等の森林の持つ公益的機能

を十分発揮できるよう配慮する。 

  （イ）軽米地域 

     軽米地域は、平坦部が少なく比較的平地の丘陵地帯で畜産と農業を基幹とする農山村地域

である。 

     森林の状況は、半分が９齢級以下の若齢林で占められている。 

     今後は、これらの森林の保育・間伐を中心とした森林施業を促進し、優良材の生産体制の

確立を推進するとともに林道、作業路をはじめとして基盤整備を図る。 

     また、当町の特用林産物である木炭、しいたけ生産が盛んな地域であり、それらの原木を

確保するための原木林の造成や、天然生林施業を推進するとともに水源かん養機能、木材生

産機能の維持増進に努める。 

（ウ）小軽米地域 

     小軽米地区は、平坦部が少なく、比較的低地の丘陵地帯で畜産と農業を基幹とする農山村

地域である。 

     森林の状況は、人工林率は高いが半分が９齢級以下の若齢林で占められている。 

     今後は、これらの森林の保育・間伐を中心とした森林施業を促進し、優良材の生産体制の

確立を推進するとともに林道、作業路をはじめとして基盤整備を図る。 

     また､当町の特用林産物である木炭生産が盛んな地域であり、それらの原木を確保するため

の原木林の造成や､天然生林施業を推進するとともに水源かん養機能、木材生産機能の維持増

進に努める。 

     この地域には森林総合利用施設「雪谷川ダムフォリストパーク・軽米」が整備されており、

町内外の多くの人たちが森林とのふれあいの場及び憩いの場としてこの施設を利用している。 

     今後とも、植樹祭、各種イベント等を開催し、森林（自然）愛護思想の普及の場として活

用するため施設の整備と拡充の推進を継続する。 

 （２）森林整備の基本的な考え方及び森林施業の推進方策 

森林の整備及び保全にあたっては、森林の有する多面的機能を総合的かつ高度に発揮させる

ため、適正な森林施業の実施や森林の保全の確保により、健全な森林資源の維持造成を推進す

る。 

具体的には、森林の有する７つの機能を高度に発揮するため、間伐や皆伐後の再造林等の適



 4 

切な森林施業の実施、林道等の路網の整備、森林経営計画の作成や森林施業の集約化による委

託を受けて行う森林施業又は経営の実施、保安林制度の適切な運用、山地災害の防止、森林病

害虫や野生鳥獣害の被害対策などの森林の保護等に関する取組を推進する。 

 

機能の区分 森林整備及び保全の基本方針 

水源涵
かん

養機能 良質な水の安定供給を確保する観点から、適切な保育・間伐を促進

しつつ、下層植生や樹木の根を発達させる施業を推進するとともに、

伐採に伴って発生する裸地については、縮小及び分散を図ることとす

る。また、自然条件や住民のニーズ等に応じ、天然力も活用した施業

を推進することとする。 

ダム等の利水施設上流部等において、水源涵
かん

養の機能が十全に発揮

されるよう、保安林の指定やその適切な管理を推進することを基本と

する。 

山地災害防止機能／土

壌保全機能 

災害に強い国土を形成する観点から、地形、地質等の条件を考慮し

た上で、林床の裸地化の縮小及び回避を図る施業を推進することとす

る。また、自然条件や住民のニーズ等に応じ、天然力も活用した施業

を推進することとする。 

集落等に近接する山地災害の発生の危険性が高い地域等において、

土砂の流出防備等の機能が十全に発揮されるよう、保安林の指定やそ

の適切な管理を推進するとともに、渓岸の侵食防止や山脚の固定等を

図る必要がある場合には、谷止や土留等の施設の設置を推進すること

を基本とする。 

快適環境形成機能 地域の快適な生活環境を保全する観点から、風や騒音等の防備や大

気の浄化のために有効な森林の構成の維持を基本とし、樹種の多様性

を増進する施業や適切な保育・間伐等を推進することとする。 

また、快適な環境の保全のための保安林の指定やその適切な管理、

防風、防雪等に重要な役割を果たしている防風林等の保全を推進する

こととする。 

保健・レクリエーション

機能 

住民に憩いと学びの場を提供する観点から、自然条件や住民ニーズ

等に応じ広葉樹の導入を図るなどの多様な森林整備を推進すること

とする。 

また、保健等のための保安林の指定やその適切な管理を推進するこ

ととする。 

文化機能 美的景観の維持・形成に配慮した森林整備を推進することとする。 

また、風致のための保安林の指定やその適切な管理を推進すること

とする。 

生物多様性保全機能 生態系の多様性等を保全する観点から、森林構成を維持することを

基本とした保全を図ることとする。 

また、野生生物のための回廊の確保にも配慮した適切な保全を推進

することとする。 
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木材等生産機能 木材等の林産物を持続的、安定的かつ効率的に供給する観点から、

森林の健全性を確保し、木材需要に応じた樹種、径級の林木を生育さ

せるための適切な造林、保育、間伐等を推進することを基本とし、将

来にわたり育成単層林として維持する森林では、主伐後の植栽による

確実な更新を行う。 

この場合、施業の集約化や機械化を通じた効率的な整備をすること

を基本とする。 

 

  ３ 森林施業の合理化に関する基本方針 

  当町における森林所有者は、小規模な所有者がほとんどを占め、併せて木材価格の低迷及び林業

労働者の高齢化と林業後継者の減少など林業を取り巻く環境は厳しいものとなっている。 

  このため、造林面積は年々減少しており、また、間伐については、利用間伐と保育間伐を行って

いるが、間伐実施面積は横ばい状態であるため、間伐量は少なく、生産材は岩手県森林組合連合会

二戸木材共販売所及び町内外チップ工場へ出荷されている。 

  林業作業の機械化については、チェーンソー、刈払機、林内作業車等小規模な機械化の導入は進

んでいるが、高性能林業機械等の大規模な機械化の導入は遅れている。 

  そこで、林業労働者と林業後継者の育成及び確保のため、労働安全と労働衛生の確保など労働条

件の改善、社会保障の充実、就労の安定化に努め、さらには高性能作業機械の導入を検討し、作業

システムの高度化を図る。 

  また、地域林業の中核となる森林組合の経営基盤の充実を図るため、コスト管理による経営の改

善や作業班の育成強化に努めるとともに、林業実行組合等による林家の協業化を推進する。 

  このような状況をふまえ、次の基本的な考え方により林業施業の合理化を図っていく。 

  （１）森林組合と町の連携のもと、座談会、各種研修会、講習会を開催し、林家の経営意欲の高

揚を図り、森林施業の実施を促進し、林業経費の軽減と林道・作業路及び林業機械を効率的

に利用するため林業施業の共同化を促進する。 

     また、林業振興の核となる中核林家の育成を図るとともに、林業実行組合の育成強化を推

進する。 

  （２）不在村森林所有者と非農林家の森林所有者に対し、重点的に森林施業の啓発を行い、その

森林整備を推進する。 

  （３）木材・素材生産業者等をはじめとした林業事業体が協業化や機械導入による作業の合理化

を実施できるようその環境整備を推進する。 

  （４）生産・加工・流通を一体的に整備し、木材の付加価値を高められる体制の整備に努める。 
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Ⅱ 森林の整備に関する事項 

第１ 森林の立木竹の伐採に関する事項（間伐に関する事項を除く。） 

１ 樹種別の立木の標準伐期齢 

  標準伐期齢は、主要樹種ごとに平均成長量が最大となる年齢を基準に、森林の有する公益的機能、

平均伐採林齢及び森林の構成を勘案して次のとおりとする。 

  なお、標準伐期齢は地域に通じた立木の伐採（主伐）の時期に関する指標として定めるものであ

るが、標準伐期齢に達した時点での森林の伐採を促すものではない。 

地     域 

樹           種 

ス       ギ ア カ マ ツ カ ラ マ ツ その他針葉樹 広  葉  樹 

軽米町全域 ４５年 ４０年 ３５年 ４５年 ２５年 

   ※ただし、ウルシ（ウルシノキ）の場合は、成長の度合いに応じて15年を下限とする。 

 

２ 立木の伐採（主伐）の標準的な方法 

  森林の有する多面的機能の維持増進を図るため、次の事項を立木の伐採（主伐）の標準的な方法

として定める。 

  なお、主伐については、更新（伐採跡地（伐採により生じた無立木地）が、再び立木地となるこ

と）を伴う伐採であり、その方法については、以下に示す（３）又は（４）によるものとする。 

  また、主伐の際は、以下の方法に加え、「主伐時における伐採・搬出指針の制定について」（令

和５年３月31日付け４林整整第924号林野庁長官通知）を踏まえた方法とする。 

 （１）森林を伐採する際には、森林の多面的機能の維持増進を図るため１箇所あたりの伐採面積を

現地の地形等状況に応じた面積とするとともに、伐採箇所の分散、帯状や群状といった伐採方

法の多様化、伐期の長期化を図るものとする。伐採跡地間には、少なくとも周辺森林の成木の

樹高程度の幅を確保することとする。また、保護樹帯を積極的に設置することにより、寒風害

等の諸被害の防止及び風致の維持等を図るものとする。 

 （２）伐採後に発生する不要な端材や枝条は林地に還元することを基本とするが、大雨の際に下流

に被害を与える恐れがあることから、渓流敷においては渓岸の侵食高、植生の生育範囲等から

推定される最大水位高からさらに２ｍ程度の余裕高をもって渓流敷外へ搬出する。 

 （３）皆伐については、主伐のうち択伐以外のものとする。適切な伐採区域の形状、１か所当たり

の伐採面積の規模及び伐採区域のモザイク的配置に配慮し、適確な更新を図ることとする。 

人工林の皆伐に当たっては、資源の保続、齢級構成の平準化に向けて再造林等が確実と見込

まれる場所で行うものとする。 

天然林の皆伐に当たっては、気候等の自然的条件、一般的な林業技術及び所有者の森林経営

状況からみて、伐採後に人工林の造成が確実な森林、または天然下種更新が確実と見込まれる

森林やぼう芽による更新が確実と見込まれる森林で行うものとする。また、伐採後の更新を天

然下種更新とする場合には、更新を確保するため伐区の形状、母樹の保存等について配慮する。 

ぼう芽更新の場合には、優良なぼう芽を発生させるため、できるだけ 11月から３月の間に伐

採するものとする。 

（４）択伐については、主伐のうち、伐採区域の森林を構成する立木の一部を伐採する方法であっ

て、単木・帯状又は樹群を単位として、伐採区域全体ではおおむね均等な割合で行うものとす

る。 
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    択伐に当たっては、森林の有する多面的機能の維持増進が図られる適正な林分構造となるよ

う、一定の立木材積を維持するものとし、適切な伐採率によることとする。 

（５）伐採作業方法（施業）別の主伐時期等の目安は、次のとおりとする。 

 伐採作業の方法 樹  種 
主伐時期の 

目 安 (年 ) 

伐区の設定 

方 法 等 

択 

伐 

単木択伐作業 

ス  ギ 

アカマツ 

カラマツ 

有用広葉樹 

90以上 

80以上 

70以上 

100以上 

伐採率は 30％以下 

群状択伐作業 

ス  ギ 

アカマツ 

カラマツ 

90以上 

80以上 

70以上 

１伐区 20ｍ×20ｍで

４箇所/ha程度以内 

帯状択伐作業 

ス  ギ 

アカマツ 

カラマツ 

90以上 

80以上 

70以上 

伐採幅は高木の樹高

程度以内 

皆  

伐 

長 伐 期 作 業 

ス  ギ 

アカマツ 

カラマツ 

ケヤキその他有用広

葉樹 

90以上 

80以上 

70以上 

100以上 

伐区の大きさは、土砂

の崩壊、流出に伴い下

流域に被害を及ぼす

おそれがない程度と

する。 
短･中伐期作業 

ス  ギ 

アカマツ 

カラマツ 

ナラ類 

50～65 

45～60 

40～55 

25～30 

（６）森林の生物多様性の保全の観点から、施業の実施に当たっては、野生生物の営巣、餌場、隠

れ場として重要な空洞木や枯損木、目的樹種以外の樹種であっても目的樹種の成長を妨げない

ものについては、保残に努めることとする。 

３ その他必要な事項 

  保安林その他法令により立木の伐採や土地の形質の変更など施業における制限を受けている森林

については、当該制限に従って施業を実施するものとする。 
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第２ 造林に関する事項 

１ 人工造林に関する事項 

 （１）人工造林の対象樹種 

   人工造林の対象樹種について、立地条件、既往の造林地の生育状況及び林産物の需要動向を

勘案のうえ、適地適木を旨として次のとおりとする。 

区 分 樹 種 名 備考 

人工造林の対象樹種 スギ、アカマツ、カラマツ、造林実績のある有用広葉樹  

    また、上記以外の樹種を植栽しようとする場合は、林業普及指導員等の指導を受け、適切な

樹種を選択する。 

 （２）人工造林の標準的な方法 

  ア 人工造林の樹種別及び仕立ての方法別の植栽本数 

    人工造林の造林樹種について、施業の効率性や地位等の立地条件を踏まえ、既往の植栽本数

や保安林の指定施業要件を勘案して、仕立ての方法別に１ヘクタール当たりの標準的な植栽本

数を植栽する。 

樹種 仕立ての方法 標準的な植栽本数（本／ha) 備考 

スギ 

疎 1,000  

中 3,000  

密 4,000  

アカマツ 

疎 2,800  

中 4,000  

密 5,000  

カラマツ 

疎 1,000  

中 2,500  

密 3,000  

    森林所有者等が軽米町森林整備計画に定める標準的植栽本数の範囲をこえて植栽しようとす

る場合には、林業普及指導員等の指導を受ける。 

    複層林化や混交林化を図る森林では、疎仕立ての本数に下層木以外の立木の伐採率（樹冠占

有面積又は材積による率）を乗じた本数以上の植栽本数となるように配慮する。 

  イ その他人工造林の方法 

    その他必要な事項について、以下のとおり定める。 

区分 標準的な方法 

地ごしらえの方法 

        

全面地ごしらえ、筋地ごしらえ、坪地ごしらえの方法の中から、支障とな

る植生の状況、地形、気象等の立地条件、対象物の量、更新の目的等に応じ

最も適切なものを選定し行うものとする。 

なお、地ごしらえの際に、渓流敷内に林地残材・枝条等を放置しないよう

留意するとともに、大雨で流されないよう杭木により固定するものとする。 

植付けの方法     

    

 作業対象地の気象条件や土壌条件、苗木の特性・形状に応じ、活着及び植

栽後の生育に最も有効とされる方法で行うものとする。 

植栽の時期       

    

 植栽時期は、原則として、樹木が成長を始める前の４月上旬から５月中旬

に行うものとする。ただし、スギについては、梅雨期でも差し支えない。 

 秋植えを行う場合には、落葉から、降霜期までに植付けが終わるよう留意

する。 

低コスト造林の導

入 

伐採と造林の一貫作業システムの導入に努めるとともに、植栽に当た

っては低密度の植栽やコンテナ苗の活用等、造林コストの低減に努める

ものとする。 
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（３）伐採跡地の人工造林をすべき期間 

    伐採跡地の人工造林をすべき期間について、森林の有する公益的機能の維持及び早期回復並

びに森林資源の造成を図る観点から、次のとおりとする。 

    ３に定める植栽によらなければ適確な更新が困難な森林においては、人工造林によることと

する。 

伐採の方法 伐採跡地の人工造林をすべき期間 

皆 伐 伐採が終了した日を含む年度の翌年度の初日から起算し、２年以内 

択 伐 伐採が終了した日を含む年度の翌年度の初日から起算し、５年以内 

２ 天然更新に関する事項 

  岩手県が定めた「天然更新完了基準(技術指針)」（平成20年4月23日付け森整第91号）により、下

記のとおり定める。 

 （１）天然更新の対象樹種 

天然更新の対象樹種 全ての針葉樹、ホオノキ、クリ、ナラ類、カエデ類、ミズキ、 

ハリギリ、サクラ類、ケヤキ、クルミ類、ブナ、将来樹冠を形成する

広葉樹（高木性） 

 ぼう芽による更新が

可能な樹種 

ホオノキ、クリ、ナラ類、カエデ類、ミズキ、 

ハリギリ、サクラ類、ケヤキ、クルミ類、ブナ、将来樹冠を形成する

広葉樹（高木性） 

 （２）天然更新の標準的な方法 

    天然更新の標準的な方法について、気象その他の立地条件、既往の造林方法等を勘案して、

天然更新の対象樹種について、天然更新すべき本数の基準となる期待成立本数を定める。 

    天然更新を行う際には、期待成立本数に10分の3を乗じた本数以上の本数（ただし、草丈以上

のものに限る。）を更新すべきものとする。 

    なお、天然更新した立木の本数に算入すべき立木の高さは、30cm以上とする。 

ア 天然更新の対象樹種の期待成立本数 

樹種 期待成立本数（本／ha） 

全ての針葉樹、ホオノキ、クリ、ナラ類、カエデ類、ミズキ、サク

ラ類、ケヤキ、クルミ類、ブナ 
6,500 

イ 天然更新補助作業の標準的な方法 

区分 標準的な方法 

地表処理         ササや粗腐植の堆積等により天然下種更新が阻害されている箇所に

おいて、かき起こし、枝条整理等の作業を行う。 

刈出し         ササなどの下層植生により天然稚樹の生育が阻害されている箇所に

ついて行う。 

植込み          天然稚樹等の生育状況等を勘案し、天然更新の不十分な箇所に必要な

本数を植栽する。 

芽かき  ぼう芽更新に行う場合、ぼう芽の優劣が区分できる時期(ぼう芽発生

後4～7年目頃)に、一株あたりの仕立て本数2～5本を目安として行う。 

ウ その他天然更新の方法 

    天然更新完了の判断基準は、林地全域（概ね6割以上）に、将来樹冠を形成する高木性の樹種

で、樹高が概ね30cm以上の後継樹の密度が、2,000本/ha以上で発生している状態とする。 

          2,000本/ha≒6,500本/ha×3/10 

更新すべき立木の本数に満たず天然更新が困難であると判断される場合には、天然更新補
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助作業又は人工造林により確実に更新を図るものとする。 

 （３）伐採跡地の天然更新をすべき期間 

    伐採跡地の天然更新をすべき期間について、当該伐採が終了した日を含む年度の翌年度の初

日から起算して伐採後５年以内とし、森林の有する公益的機能の維持及び早期回復を図るもの

とする。 

３ 植栽によらなければ適確な更新が困難な森林の所在 

  植栽によらなければ的確な更新が困難な森林については、随時所在を把握するとともに、次に該  

 当する場合は、植栽による更新を図ることとする。 

 （１）天然更新が期待できない森林 

 （２）種子を供給する母樹が周辺に存在しない森林 

 （３）ササ等の繁茂で稚樹の生育が困難な森林 

４ 森林法第10条の9第4項の規定に基づく伐採の中止又は造林をすべき旨の命令の基準 

 森林法第10条の9第4項の伐採の規定に基づく伐採の中止又は造林をすべき旨の命令の基準につい

ては、次のとおりとする。 

 （１）造林の対象樹種 

  ア 人工造林の場合 

    1の(1)による。 

  イ 天然更新の場合 

    2の(1)による。 

 （２）生育し得る最大の立木の本数 

    植栽によらなければ適確な更新が困難な森林以外の森林の伐採跡地における植栽本数として、

天然更新の対象樹種の立木が 5年生時点で、生育し得る最大の立木の本数として想定される本

数を次のとおりとする。 

最大立木本数（本／ha） 備考 

6,500  

    最大立木本数に10分の3を乗じた本数以上の本数（ただし草丈に一定程度の余裕高を加えた樹

高以上のものに限る。）が更新すべき本数である。 

          2,000本/ha≒6,500本/ha×3/10 

５ その他必要な事項 

（１）再造林の促進 

   針葉樹人工林の資源の保続、齢級構成の平準化に向け適地適木を基本としながら再造林を積極

的に促進するものとする。 

   なお、近年需要が高まり、将来の資源の枯渇が懸念されるカラマツについては、造林を奨励し

将来資源の確保を図るものとする。 

 （２）松くい虫被害抵抗性アカマツ品種の導入 

    アカマツの人口造林に当たっては、松くい虫被害抵抗性アカマツ品種を奨励するものとする。 

 （３）広葉樹資源の持続的利用 

    製紙用チップやしいたけ、木炭の原木として供給されている広葉樹の天然更新は、適期・適

齢の更新を継承するとともに、林地保全等環境に配慮した施業を促進するものとする。 

 （４）花粉の少ないスギ品種の導入 

    花粉症発生源対策の加速化を図るため、スギの人口造林に当たっては、花粉の少ない品種の

導入を促進するものとする。 

 （５）その他 

保安林その他法令により立木の伐採や土地の形質の変更など施業における制限を受けている

森林については、当該制限に従って施業を実施するものとする。 
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第３ 間伐を実施すべき標準的な林齢、間伐及び保育の標準的な方法その他間伐及び保育の基準 

１ 間伐の定義 

  間伐とは、林冠が隣り合わせた樹木の葉が互いに接して葉の層が林地を覆ったようになり、うっ閉（樹幹疎

密度が10分の８以上になることをいう。）し、立木間の競争が生じ始めた森林において、主に目的樹種の一部

を伐採することをいい、材積に係る伐採率が35％以下であり、かつ、伐採年度の翌伐採年度の初日から起算し

ておおむね５年後においてその森林の樹幹疎密度が10分の８以上に回復することが確実であると認められる範

囲内で行うことをいう。 

２ 間伐を実施すべき標準的な林齢及び間伐の標準的な方法 

間伐を実施すべき標準的な林齢及び間伐の標準的な方法について、標準的な森林の立地条件、既往の間伐の

方法を勘案し、立木の生育促進、森林の健全化及び利用価値の向上を図ることを旨として、時期、回数、方法

等を次のとおりとする。また、高齢級の森林における間伐に当たっては、立木の成長力に留意することとする。 

樹 種 間伐の時期の目安 

間伐を実施すべき 

標準的な林齢（年） 
標準的な方法 

初回 2回目 3回目 4回目 5回目 

ス  ギ 
間伐の実施時期は、上層

木の隣接する枝葉が重

なりはじめて3年以内を

目安とする。 

19 25 33 46  
間伐の方法は、原則として岩手

県民有林林分密度管理図を利用

する。 

 

アカマツ 17 21 27 36 51 

カラマツ 16 21 29 48  

 

３ 保育の種類別の標準的な方法 

  保育の標準的な方法について、森林の立木の生育促進及び林分の健全化を図ることを旨とし、次のとおりと

する。 

保育の

種 類 
樹 種 

実施すべき標準的な林齢及び回数 
標準的な方法 

備

考 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 

下 刈 

スギ １ １ １ １ １       下刈は、造林木の高さが雑草

木類の草丈の概ね１．５倍程

度になるまで行う。 

実施時期は造林木の成長が最

盛期となる直前とし、概ね６

月頃を目途とする。 

 

アカマツ １ １ １ １ １       

カラマツ １ １ １ １ １       

            

つる切 

スギ       １    １ 下刈終了後、３～４年を目安

につる類の繁茂が著しいとこ

ろにおいてつる切を実施し、

実施期間は７月頃を目途とす

る。 

 

アカマツ      １    １  

カラマツ      １    １  
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保育の

種 類 
樹 種 

実施すべき標準的な林齢及び回数 
標準的な方法 

備

考 ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 

除 伐 

スギ  １     １     林分が閉鎖を始める段階で、

造林木の成長を阻害している

進入広葉樹等の除去を行う。 

なお、自然条件、林木相互の

配置状況により方法程度を考

慮し、実施期間は、７～８月

頃を目途とする。 

 

アカマツ １        １   

カラマツ  １       １   

            

枝打ち スギ     １     １  

林分が閉鎖を始める段階で、

除伐の終了直後に実施する。 

実施期間は、１０～１２月頃

を目途とする。 

 

  なお、標準的な方法に従って間伐又は保育を行ったのでは十分に目的を達することができないと見込まれる

森林について、局所的な森林の生育状況の差違等を踏まえ、これに応じた間伐又は保育の方法を定める。 

 （１）間伐及び保育を行う際には林地の保全に配慮し、必要に応じ林地残材や枝条を集積し、渓流敷きに放置

しないなど、災害の防止に努めるものとする。 

 （２）森林の状況に応じた、高性能林業機械の活用や列状間伐の導入など効率的な施業の実施を図り、搬出間

伐の定着を図るものとする。 

 （３）猛禽類の生息が確認されている地域においては、生息環境の確保のための列状間伐を導入するなどの配

慮をするものとする。 

 （４）地球温暖化防止や循環型社会の形成に向けて、間伐で生じた未利用材等の木質バイオマス利用促進に努

めるものとする。 

４ その他必要な事項 

（１）保安林その他法令により立木の伐採や土地の形質の変更など施業における制限を受けている森林につい

ては、当該制限に従って施業を実施するものとする。 

（２）平均的な間伐の実施時期の間隔は、標準伐期齢未満（４齢級～標準伐期齢）では 10 年、標準伐期齢以

上（標準伐期齢～11齢級）では15年とする。 

（３）上記に定める間伐の基準を踏まえ、次により選び出した「計画期間内において間伐を実施する必要があ

ると認められる森林」の所在等は、参考資料（５）のとおりとする。 

・ 森林経営計画が作成されていない森林のうち面積が0.5ha以上の森林  

・ 20年生から標準伐期齢未満の森林であって過去10年以内にその間伐履歴が確認できない森林 
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第４ 公益的機能別施業森林等の整備に関する事項 

１ 公益的機能別施業森林の区域及び当該区域内における施業の方法 

森林の有する多面的な機能を総合的かつ高度に発揮させるための森林施業を推進すべき森林

の区域について、国は次のとおり区分している。 

 

・ 水源の涵
かん

養の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林（以下「水源涵
かん

養機能

維持増進森林」という。） 

・ 土地に関する災害の防止及び土壌の保全の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべ

き森林（以下「山地災害防止／土壌保全機能維持増進森林」という。） 

・ 快適な環境の形成の機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林（以下「快適環

境形成機能維持増進森林」という。） 

・ 保健文化機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林（以下「保健文化機能維持

増進森林」という。） 

・ 木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林（以下「木材等生産機能

維持増進森林」という。） 

 

県における区分は、「県土水源保全森林（ほぜんの森）」、「生活環境保全森林（ふれあいの

森）」、「生態系保全森林（悠久の森）」、「資源循環利用森林（循環の森）」の４タイプとし、

国が示す「水源涵
かん

養機能維持増進森林」と「山地災害防止／土壌保全機能維持増進森林」を「県

土水源保全森林（ほぜんの森）」、「快適環境形成機能維持増進森林」を「生活環境保全森林（ふ

れあいの森）」、「保健文化機能維持増進森林」を「生態系保全森林（悠久の森）」、「木材等

生産機能維持増進森林」を「資源循環利用森林（循環の森）」と関連づけている。 

当町における公益的機能別施業森林等の区域の設定及び当該区域における森林施業の方法は

次のとおりとし、発揮を期待する機能に応じた森林整備及び保全を図ることとする。 

 

（１）水源涵
かん

養機能維持増進森林（県土水源保全森林（ほぜんの森）） 

ア 区域の設定 

水源涵
かん

養保安林や干害防備保安林、ダム集水区域や主要な河川の上流に位置する水源地周

辺の森林、地域の用水源として重要なため池、湧水地、渓流等の周辺に存する森林、水源涵
かん

養機能の評価区分が高い森林等とし、当該森林の区域を別表１（１）のとおり定める。 

 

イ 施業の方法 

下層植生や樹木の根を発達させる施業を基本とし、伐期の間隔の拡大、伐採に伴って発生

する裸地の縮小及び分散を図る。 

また、当該森林を「伐期の延長を推進すべき森林」として定め、伐期齢の下限を標準伐期

齢に10年を加えた林齢とし、以下の伐期齢の下限に従った森林施業を推進すべき森林の区域

を別表２（１）のとおり定める。 
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伐期の延長を推進すべき森林の伐期齢の下限 

区 域 
樹  種 

スギ アカマツ カラマツ その他針葉樹 広葉樹 

軽米町内全域 55年 50年 45年 55年 35年 

 

（２）山地災害防止／土壌保全機能維持増進森林、快適環境形成機能維持増進森林その他水源涵
かん

養

機能維持増進森林以外の森林 

ア 区域の設定 

① 山地災害防止／土壌保全機能維持増進森林（県土水源保全森林（ほぜんの森）） 

土砂崩壊防備保安林や土砂流出防備保安林、なだれ防止保安林、落石防止保安林、砂防

指定地周辺、山地災害危険地区、山地災害の発生により人命・人家等施設への被害のおそ

れがある森林、山地災害防止機能／土壌保全機能の評価区分が高い森林等とし、当該森林

の区域を別表１（２）のとおり定める。 

 

② 快適環境形成機能維持増進森林（生活環境保全森林（ふれあいの森）） 

飛砂防備保安林や防風保安林、潮害防備保安林、防雪保安林、防霧保安林、防火保安林、

住民の日常生活に密接な関わりを持ち塵等の影響を緩和する森林、風害、霧害等の気象災

害を防止する効果が高い森林、快適環境形成機能の評価区分が高い森林等とし、当該森林

の区域を別表１（３）のとおり定める。 

 

③ 保健文化機能維持増進森林（生態系保全森林（悠久の森）） 

保健保安林や風致保安林、都市緑地法に規定する緑地保全地域及び特別緑地保全地区、

都市計画法に規定する風致地区、文化財保護法に規定する史跡名勝天然記念物に係る森林、

キャンプ場・森林公園等の施設を伴う森林などの住民の保健・教育的利用等に適した森林、

史跡等と一体となり優れた自然景観等を形成する森林、特に生物多様性の保全が求められ

る森林、保健・レクリエーション機能、文化機能、生物多様性保全機能の評価区分が高い

森林等とし、当該森林の区域を別表１（４）のとおり定める。 

 

イ 施業の方法 

上記アの①に掲げる森林においては、地形・地質等の条件を考慮した上で、伐採に伴って

発生する裸地化の縮小並びに回避を図るとともに、天然力も活用した施業を推進する。 

上記アの②に掲げる森林においては、風や騒音等の防備や大気の浄化のために有効な森林

の構成の維持を図るための施業を推進する。 

上記アの③に掲げる森林においては、憩いと学びの場を提供する観点からの広葉樹の導入

を図る施業や美的景観の維持・形成に配慮した施業を推進する。特に地域独自の景観等が求

められる森林において、風致の優れた森林の維持又は造成のために特定の樹種の広葉樹（以

下「特定広葉樹」という。）を育成する森林施業を行うことが必要な森林は、「特定広葉樹

の育成を行う森林施業を推進すべき森林」として定め、当該森林施業を推進する。 

また、上記アの①から③までに掲げる森林については、原則として「複層林施業を推進す

べき森林」として定めつつ、複層林施業によっては公益的機能の維持増進を特に図ることが

できないと認められる森林については、「択伐による複層林施業を推進すべき森林」として

定める。 
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ただし、適切な伐区の形状・配置等により、伐採後の林分においてこれらの機能の確保が

できる森林は、「長伐期施業を推進すべき森林」として定め、当該森林の伐期齢の下限を標

準伐期齢の概ね２倍以上に相当する林齢とし、伐採に伴って発生する裸地の縮小及び分散を

図る。 

なお、上記アの①から③までに掲げる森林の区域のうち、以下の伐期齢の下限に従った森

林施業その他の森林施業を推進すべきものを当該推進すべき森林施業の方法ごとに別表２

（２）～（５）のとおり定める。 

 

長伐期施業を推進すべき森林の伐期齢の下限 

区 域 
樹  種 

スギ アカマツ カラマツ その他針葉樹 広葉樹 

軽米内全域 90年 80年 70年 90年 50年 

 

２ 木材の生産機能の維持増進を図るための森林施業を推進すべき森林の区域及び当該区域内にお

ける施業の方法 

（１）区域の設定 

林木の生育に適した森林、林道等の開設状況や経営管理実施権の設定見込み等から効率的な

施業が可能な森林、木材等生産機能の評価区分が高い森林で、自然条件等から一体として森林

施業を行うことが適当と認められる森林等とし、当該森林の区域を別表１（５）のとおり定め

る。 

この際、区域内において上記１の機能と重複する場合には、それぞれの機能の発揮に支障が

ないように定める。 

また、木材等生産機能維持増進森林のうち、林地生産力及び施業の効率性が特に高いと認め

られる森林を「特に効率的な施業が可能な森林」とし、当該森林の区域を別表１(6)により定め

る。 

 

（２）施業の方法 

木材等林産物を持続的、安定的かつ効率的に供給するため、生産目標に応じた主伐の時期及

び方法を定めるとともに、植栽による確実な更新、保育、間伐等を推進することを基本とし、

森林施業の集約化、路網整備、機械化等を通じた効率的な森林整備を推進する。 

また、特に効率的な施業が可能な森林における人工林の皆伐後は、原則として植栽による更

新を行うこととする。 
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【別表１】 

区 分 森林の区域 面積（ha） 

（１）水源涵
かん

養機能維持増進森林 

（県土水源保全森林（ほぜんの森）） 
別表１のとおり 8,986.37 

（２）山地災害防止／土壌保全機能維持増進森林 

（県土水源保全森林（ほぜんの森）） 
〃 1,045.12 

（３）快適環境形成機能維持増進森林 

（生活環境保全森林（ふれあいの森）） 
〃       3.65 

（４）保健文化機能維持増進森林 

（生態系保全森林（悠久の森）） 
〃 81.70 

（５）木材等生産機能維持増進森林 

（資源循環利用森林（循環の森）） 
〃 8,293.69 

 

【別表２】 

施業の方法 森林の区域 面積(ha) 

（１）伐期の延長を推進すべき森林 別表２のとおり 8,986.37 

複層林施業を推進すべき

森林 

（３）複層林施業を推進すべき森

林（択伐によるものを除く） 
該当なし - 

 
（２）択伐による複層林施業

を推進すべき森林 
別表２のとおり 167.06 

（４）長伐期施業を推進すべき森林 別表２のとおり      963.41 

（５）特定広葉樹の育成を行う森林施業を推進すべき森林 該当なし  

 

３ その他必要な事項 

（１）施業実施協定の締結の促進方法 

該当なし 

（２）その他 

保安林その他法令により立木の伐採や土地の形質の変更など施業における制限を受けてい

る森林については、当該制限に従って施業を実施するものとする。 
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第５ 委託を受けて行う森林の施業又は経営の実施の促進に関する事項 

１ 森林の経営の受委託等による森林の経営の規模の拡大に関する方針 

  林業・木材産業関係者の合意形成及び国有林と民有林の緊密な連携を図りつつ、森林施業の共同

化、林業の担い手育成、林業機械の導入、地域材の流通・加工体制の整備等、生産から流通、加工

に至る一連の条件整備を計画的かつ総合的に促進する。 

２ 森林の経営の受委託等による森林の経営の規模の拡大を促進するための方策 

森林所有者等に代わって地域の効率的な森林経営を推進するため、意欲と能力のある林業経営者 

等による森林経営計画の作成や森林施業の低コスト化を促進する。 

その際、森林施業の集約化に必要な森林関連情報の整備・提供を行うとともに、路網整備や森林 

施業の低コスト化に資する技術研修等により現場技能者の育成を支援する。 

なお、不在村森林所有者の多い地域にあっては、当該所有者に対する経営管理の意向調査や地 

域の実情等を踏まえ、早急に林業経営の集積・集約化を推進する。 

３ 森林の経営の受委託等を実施する上で留意すべき事項 

森林所有者が森林の経営を委託する場合は、森林の経営の委託を受ける者との契約において、立

木竹に係る使用収益、森林の保護等森林の経営の受委託の内容を明らかにするよう留意のこと。 

４ 森林経営管理制度の活用に関する事項 

森林所有者が自ら森林組合等に施業の委託を行うなどにより森林の経営管理を実行するこ

とができない場合には、森林経営管理制度の活用を図り、森林所有者から経営管理権を取得し

た上で、林業経営に適した森林については意欲と能力のある林業経営体に経営管理実施権を設

定するとともに、経営管理実施権の設定が困難な森林及び当該権利を設定するまでの間の森林

については、森林環境譲与税を活用しつつ、市町村森林経営管理事業を実施することにより、

適切な森林の経営管理を推進する。 

なお、経営管理権集積計画又は経営管理実施権配分計画の作成にあたっては、本計画に定め

られた公益的機能別施業森林や木材の生産機能維持増進を図るための森林施業を推進すべき

森林等における施業の方法との整合性に留意するものとする。 

５ その他必要な事項 

  特になし 
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第６ 森林施業の共同化の促進に関する事項 

１ 森林施業の共同化の促進に関する方針 

  当町における林家の状況は、１０ｈa未満の小規模林家が全体の約８割を占めており、１戸当た

りの平均経営面積は、約１５ｈaでほとんどが兼業林家になっている。 

  さらに、林業を取り巻く厳しい状況のなかで、安定した収入を得られず、経営面積が小規模なこ

となどから林業収入だけでは林業経営の維持が困難となっており、林業以外の収入から森林施業の

経費を捻出している状況になっている。 

  また、林業機械化の遅れ、間伐材等木材価格の低迷、作業路網の整備の立ち遅れ等により、間伐・

保育の経費が実質的に割高になっており、森林施業が適正に行われない一因になっている。 

  このことは、当町の森林整備の目標である「優良材」の生産及び優良材の生産に欠かすことが出

来ない間伐の実施が遅れている原因になっているとともに、森林組合等の林業事業体の経営に大き

な影響を与えている。 

  また、これら森林施業の実施が遅れている森林を放置しておくことにより、森林の有する公益的

機能の低下が懸念される。 

  今後は、これらの課題を解決するためにも森林施業の共同化を推進し、作業の効率化とコストの

軽減を図り、森林整備の促進を図る必要がある。   

２ 施業実施協定の締結その他森林施業の共同化の促進方策 

  複数の森林所有者が共用する生産基盤施設の維持管理、資源構成が類似する林分の森林施業につ

いては、相互に協力して共同管理や施業の共同化を図ることにより事業経費の軽減、労働負担の軽

減、地域にあった特色のある森林整備の促進、生産基盤施設の効率的、継続的な使用が可能なもの

となる。 

  このことから、森林施業の共同化を積極的に推進するために森林施業共同化重点的実施地区を設

定しその取り組みを行う。 

  森林施業の共同化をより細やかな地域的運営とするために、行政、森林組合等の林業事業体が連

携し、森林施業共同化重点的実施区域内の森林所有者等との林業座談会を開催し、作業路の開設、

維持管理及び間伐等の重点施業の共同化を推進するため施業実施協定の締結を促進する。 

３ 共同して森林施業を実施する上で留意すべき事項 

（１）森林計画を共同で作成する者（以下「共同作成者」という。）は、全員により各年度の当初等に

年次別の詳細な実施計画を作成して代表者等による実施管理を行うこととし、間伐を中心として

施業は可能な限り共同で又は意欲ある林業事業体等への共同委託により実施することを旨とす

ること。 

（２）作業路網その他の施設の維持運営は共同作成者の共同により実施すること。 

  （３）共同作成者の一員が施業等の共同化につき遵守しないことにより、その者が他の共同作成者に

不利益を被らせることがないよう予め個々の共同作成者が果たすべき責務等を明らかにすること。 

（４）共同作成者の合意の下、施業実施協定の締結に努めること。 

４ その他必要な事項 

  特になし 
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第７ 作業路網その他森林の整備のために必要な施設の整備に関する事項 

１ 効率的な森林施業を推進するための路網密度の水準及び作業システムに関する事項 

林道等路網の開設については、Ⅰの２に定める「森林整備の基本方針」の実現を図るため、傾斜

等の自然条件、事業量のまとまり等地域の特性に応じて、環境負荷の低減に配慮したものとする。 

開設にあたっては森林経営計画作成森林を主たる対象とし、路網と高性能林業機械を組み合わせ

た低コストで効率的な作業システムに対応した整備を進めるものとする。 

路網開設の際は、下表「効率的な森林施業を推進するための路網密度の水準」を目安として林道

（林業専用道も含む。以下同じ。）及び森林作業道を利用形態や地形・地質等に応じ適切に組み合

わせ、丈夫で簡易な規格・構造を柔軟に選択するとともに、森林施業の優先順位に応じた整備を推

進する。 

また、小動物が自力で脱出できる構造を有する側溝の設置や在来植生による緑化などにより、自

然環境の保全に配慮しながら、森林の形態、森林整備状況等の諸条件、地元からの要望などを踏ま

えたうえで、地域の将来を見据えた整備を推進する。 

なお、ここで言う路網とは、一般車両の走行を想定する「林道」、主として森林施業用の車両の

走行を想定する「林業専用道」、集材や造材等の作業を行う林業機械の走行を想定する「森林作業

道」を指す。 

区分 作業システム 路網密度 （m/ha) 

基幹路網 細部路網 合計 

緩傾斜地( 0°～15°) 車両系作業システム 35以上 65以上 100以上  

中傾斜地(15°～30°) 
車両系作業システム 25以上 50以上 75以上  

架線系作業システム 25以上 － 25以上  

急傾斜地(30°～35°) 
車両系作業システム 15以上 45以上 60以上  

架線系作業システム 15以上 － 15以上  

急峻地(35°～    ) 架線系作業システム 5以上 － 5以上  

注１：路網密度の水準については、木材搬出予定箇所に適用すること。また、尾根、渓流、天然林

等の除地には適用しないこと。 

２：「架線系作業システム」とは、林内に架設したワイヤーロープに取り付けた搬器等を移動させ

て木材を吊り上げて集積するシステム。タワーヤーダ等を活用する。 

３：「車両系作業システム」とは、林内にワイヤーロープを架設せず、車両系の林業機械により林

内の路網を移動しながら木材を集積・運搬するシステム。フォワーダ等を活用する。 

２ 路網の整備と併せて効率的な森林施業を推進する区域に関する事項 

  路網整備等推進区域は、林班ごとに傾斜、木材等生産機能、路網整備の現状等を勘案し、基幹路

網整備と併せた効率的な森林施業を推進する区域を設定する。    

路網整備等推進区域 区域面積 

（ha） 

路網延長（ｍ） 路網密度 

（ｍ/ha） 

対図

番号 区域名 林班 計 林道 林業専用道 森林作業道 

大平 165 113.63 
2,100 

4,300 

1,600 

1,600 

 500 

2,700 

18 

38 
①  

 路網延長及び路網密度は、上段：整備前、下段：整備後 
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３ 作業路網の整備に関する事項 

 （１） 基幹路網に関する事項 

ア 基幹路網の作設にかかる留意点 

    安全の確保、土壌の保全等を図るため、林道規程（昭和48年４月１日48林野道第107号林野庁

長官通知）、林業専用道作設指針（平成22年９月４日22林整整第602号林野庁長官通知）、岩手

県林業専用道作設指針（平成23年11月21日森保第872号）に則り、適切な規格・構造の路網の整

備を進める。 

イ 基幹路網の整備計画 

                            単位 延長：km  面積：ha 

開設/ 

拡張 
種類 (区分) 位置 路線名 

(延長  

及び  

箇所数) 

(利用

区域 

面積) 

うち前半 

５年分 

対
図
番
号 

備
考 

拡張 舗装 林道  久慈平    0.80     179  －   

計  １路線    0.80       

   ウ 基幹路網の維持管理に関する事項 

「森林環境保全整備事業実施要領」（平成14年３月29日付け13林整整第885号林野庁長官通知 

）、「民有林林道台帳について」（平成８年５月16日８林野基第158号林野庁長官通知）等に基

づき、管理者を定め、台帳を作成して適切に管理する。 

（２） 細部路網に関する事項 

  ア 細部路網の作設に係る留意点 

森林作業道作設指針（平成22年11月17日林整整第656号林野庁長官通知）、岩手県森林作業

道作設指針（令和５年８月22日付け森整第368号）に則り、継続的な使用に供する森林作業

道の開設を推進する。 

森林作業道開設にかかる留意点については、次のとおり。 

森林作業道は、目標とする森林づくりのための基盤であり、森林施業の目的に従って継続的

に利用していくものであるから、対象区域で行っていく森林施業を見据え、適切な路網計画の

下、安全な箇所に効果的に作設していかなければならない。 

路線は、伐木造材や集材等の作業に使用する機械の種類、性能、組合せに適合し、森林内で

の作業の効率性が最大となるよう配置する。 

なお、地形・地質、気象条件はもとより、水系や地下構造を資料等により確認するとともに、

道路、水路などの公共施設や人家、田畑などの有無、野生生物の生息・生育の状況なども考慮

する。 

このほか、次の点に留意し、路線計画を立案する。 

・路線選定に当たっては、地形・地質の安定している箇所を通過するように選定する。 

また、線形は地形に沿った屈曲線形、排水を考慮した波形勾配とする。 

・林道や公道との接続地点、地形を考慮した接続方法、介在する人家、施設、水源地などの迂

回方法を適切に決定する。 

・やむを得ず破砕帯などを通過する必要がある場合は、通過する区間を極力短くするとともに 

、幅員、排水処理、切土及び簡易な工作物などを適切に計画する。 

・潰れ地の規模に影響する幅員やヘアピンカーブの設置を検討する場合は、森林施業の効率化

の観点だけでなく小規模森林所有者への影響に配慮する。 

・造材、積み込みなどの作業や、待避、駐車のためのスペースなど、作業を安全かつ効率的に

行うための空間を適切に配置する。 
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    ・作設費用と得られる効果のバランスに留意する。 

イ 細部路網の維持管理に関する事項 

森林作業道作設指針（平成22年 11月 17日林整整第656号林野庁長官通知）、岩手県森林 

作業道作設指針（令和５年８月 22 日付け森整第 368 号）に基づき、継続的に利用できるよ

う適正 

に管理する。 

４ その他必要な事項 

（１）保安林その他法令により立木の伐採や土地の形質の変更など施業における制限を受けて

いる森林については、当該制限に従って施業を実施するものとする。 

 

（２）山土場、機械の保管庫、土捨場等木材の合理的な搬出を行うために必要な施設その他森

林の整備のために必要な施設の整備を推進する。 

施設の種類 位置 規模 対図番号 備考 

該当なし     

注１ 施設の種類欄は、木材の合理的な搬出等を行うために必要とされる施設（山土場、機械保管庫、土捨場等）

の名称を記載する。 

２ 対図番号欄は、一連の番号を記載する。 
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第８ その他必要な事項 

１ 林業に従事する者の養成及び確保に関する事項 

  当町における林業従事者は減少状態で、ほとんどが兼業従事者でかつ高齢者であり、若年労働者

は、町外の他産業へ流出し新規従事者はほとんどいない状態である。 

  原因として、木材価格の低迷等林業を取り巻く厳しい環境のなかで、安定した収入が見込めず、

賃金、社会保障制度をはじめとした労働条件及び労働環境の改善が他の産業と比較して立ち遅れて

いることが挙げられる。 

  さらに、日本の経済の基幹産業が第１次産業から第２次、第３次産業に変遷してきたことにより

若年層をはじめとした労働者の労働、生活に対する価値観の変化により、森林及び林業に対する関

心が薄れてきていることなども挙げられる。 

  この課題を地域全体で解消し、今後増大することが予想される間伐をはじめとした森林施業に対

応できる森林組合等の林業事業体の体質強化と労働者の育成及び確保と林業技術の向上を図る必

要がある。 

  このために、次の基本的な考え方に基づき、林業従事者の育成、確保の施策を推進する。 

① 林業後継者の育成及び確保と林業を安定的に経営できるよう林業の技術の向上と労働条件、労

働環境、生活環境の改善及び就労の安定化を推進する。 

 ② 林業事業体間の協業化と高性能林業機械の導入により、作業の合理化を促進し林業事業体の経

営の安定化と体質強化を図る。 

 ③ 小・中学生をはじめとした若年層及び地域住民に対して、森林、林業及びその労働に対するイ

メージアップと森林のもつ多くの公益的機能と自然愛護思想の高揚のため、啓発活動を推進する。 

 ④ 林業従事者の福利厚生施設の整備を促進し、林業技術等研修会、講習会に対して支援を行う。 

 （１）林業就業者の確保・育成 

    林業就業者の確保・育成のため、雇用関係の明確化、雇用の安定化、他産業並みの労働条件

の確保など雇用管理の改善及び事業量の安定的確保、生産性の向上など事業の合理化を促進す

るとともに、林業労働力確保支援センターによる森林施業の実践に必要な知識や技能及び資格

の取得に係る段階的かつ体系的な研修を通じて、林業就業者のキャリア形成を支援する。 

    また、岩手県林業労働対策基金の制度の活用により、新規参入者の確保、定着化を図るとと

もに、新規学卒者やＵＪＩターン者など林業就業に意欲を有する者を対象とした基礎的な知識

や技能を習得する「いわて林業アカデミー」等の活用を通じて、林業への新規就業の円滑化に

努める。 

 （２）意欲と能力のある林業経営体等の育成 

林業経営の集積・集約化の受け皿となり得る意欲と能力のある林業経営体等に対し、効率的 

かつ安定的な林業経営の育成に向けて、森林作業道等の路網整備や高性能林業機械の導入を支

援する。 

また、森林経営計画の作成や森林施業の低コスト化を促進するため、森林関連情報の精度向 

上や提供を行うとともに、地元行政機関と連携した技術研修等により現場技能者の育成を支援

する。 

 （３）林家等の林業経営の活性化 

     林業経営の安定化を図るため、林家や林業経営を行っている企業等の主体的取組みを助長し、

経営規模、経営構造に対応した効率的な林業経営を促進するとともに、経営意識の高揚と活発

な林業生産活動の展開を促進する。 

 

２ 森林施業の合理化を図るために必要な機械の導入の促進に関する事項 
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 （１）林業機械化の促進方向 

    当町の林業は、最近まで造林作業が中心であったため、使用する機械は小規模なものを単一

作業で利用されてきた。地ごしらえ等の造林作業においてはチェーンソーや刈払機が利用され、

下刈、除間伐等保育作業も若年労働力不足が重なり刈払機で行われている。 

    伐倒造林は、チェーンソーによる作業が行われ、その集材については、小型トラクター及び

林内作業車により行われている。 

    また、搬出作業においても単一作業が中心のため人力に依存する度合いが依然として高い状

況になっている。 

    林業への機械導入は、林業従事者の高齢化や減少に対する対応策として、また、林業作業の

合理化、森林施業の低コスト化を進めるため、森林所有者の森林施業に対する経済的負担の軽

減を図るとともに森林施業の事業量の拡大が見込まれる。 

    このため、これまでの手持ち機械等小型機械を中心とした作業体系から地形や作業条件に適

した作業体系を確立し、高性能機械の導入により、作業システムの高度化を推進し生産性の向

上と労働負担の軽減を図り、林業生産力の増進と林業経営の改善を図る。 

高性能機械を主体とする林業機械の導入目標 

作業の種類 現 状（参考） 将 来 

伐倒 

造材 

集材 

全域 

（急傾斜） 

[伐倒] チェーンソー、フェラーバンチャ 

 

[造材]チェーンソー、プロセッサ、ハー

ベスタ、グラップルソー 

[集材]ウィンチ、グラップル、スイング

ヤーダ 

[伐倒]チェーンソー、フェラーバン

チャ 

[造材]チェーンソー、プロセッサ、

ハーベスタ、グラップルソー 

[集材]ウィンチ、グラップル、タワ

ーヤーダ、スイングヤーダ 

全域 

（緩傾斜） 

[伐倒]チェーンソー、フェラーバンチャ、

ハーベスタ 

[造材]チェーンソー、プロセッサ、ハー

ベスタ、グラップルソー 

[集材]ウィンチ、グラップル、スキッダ、

フォワーダ 

[伐倒]フェラーバンチャ、ハーベス

タ 

[造材]プロセッサ、ハーベスタ、グ

ラップルソー 

[集材]ウィンチ、グラップル、スキ

ッダ、フォワーダ 

造林 

保育等 
全域 

[地拵]チェーンソー、刈払機 

 

[下刈]刈払機 

[地拵]チェーンソー、刈払機、グラ

ップル 

[下刈]刈払機 

 （２）林業機械化の促進方策 

    高性能林業機械の導入は、林家の労働強度の軽減と生産性の向上及び林業労働者の安全就労

を図るためにも推進しなければならない。 

    しかしながら、高性能林業機械は価格が高価であるため個人で購入することは資金面から進

んでいない状況である。 

    このため、高性能林業機械の導入にあたっては、地形等の条件に適した機種を選択し、補助

事業等を活用して森林組合等の林業事業体及び林業実行組合等の共同購入を促進し、効果的、

組織的な運用を図る。 

    さらに、生産性と作業の安全性の向上を図るため、研修会、講習会等を開催し、オペレータ

ーの育成確保に努めるとともに林業機械の適切な操作技術と効率的な利用を推進する。 

３ 林産物の利用の促進のために必要な施設の整備に関する事項 
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   当町で生産された木材の利用状況は、針葉樹では、スギ、アカマツ、カラマツで大径木は建築

用材として利用されているが、他のものはチップ、パルプの原木となっている。 

また 、広葉樹ではなら類のほとんどが木炭・しいたけの原木として利用されているが、他の

広葉樹は、チップ、パルプの原木となっている。      

   このため、針葉樹は優良大径材の生産を目指し、森林の成熟化に伴い今後増加が予想される間

伐材の有効利用及び付加価値を高める林産物加工施設等の強化を図り集出荷体制と流通加工体

制の整備に努める必要がある。 

   また、当町の特用林産物は、木炭と近年主要林産物として定着してきたしいたけがあげられる

が、今後もこれらの生産を中心として技術と品質の向上、生産施設の整備を推進する。 

   以上のことを踏まえ、次の基本的な考え方により林産物の流通加工施設等の整備を積極的に推

進する。 

   ア 間伐材の付加価値を高め利用促進を図るため、小径木加工施設の強化拡充を推進する。 

   イ 地域林業の振興を長期的視点から推進するため、天然あかまつを中心として広域的な地域

材のブランド化と地場産材の中大径材の加工処理施設の強化と拡充を推進する。 

   ウ 住宅建築関連団体等と連携を図り、地元木材の消費拡大に努めるとともに関係機関と連携

をとり、公共施設の建築に際しては、地元木材の使用を促進する。 

   エ 特用林産物については、木炭、しいたけの生産を中心に今後も生産と技術の向上に努める。

特に、木炭については「日本一の炭の里づくり構想」を推進するとともに、木酢液、粉炭等

の付加価値を高めるための加工施設の強化と拡充を促進する。 

   オ 都市住民との交流を図るため、森林組合、軽米町産業開発等と連携し、特用林産物の産地

直送制度の活用を検討する。 

     また、合法的に伐採されたことが確認できた木材・木材製品を消費者・実需者が選択でき

るよう、合法伐採木材等の流通及び利用について、関係者一体となって推進するよう努める。 

林産物の生産（特用林産物）・流通・加工・販売施設等の整備計画 

施設の種類 
現 状 （参 考） 計     画 

備 考 
位 置 規模（㎡） 対図番号 位 置 規模（㎡） 対図番号 

製 材 工 場 

小軽米 12,000 1    民  間 

軽 米 8,500 2    民  間 

軽 米 8,500 3    民  間 

晴 山 12,000 4    民  間 

林産物展示販売施設 晴 山 6,300 5    生産組合 

粉炭等加工施設 軽 米 8,000 6    生産組合 

しいたけ乾燥施設 

米 田 82 7    生産組合 

笹 渡 82 8    生産組合 

上 舘 99 9    生産組合 

大 沢 82 10    生産組合 

軽 米 79 11    生産組合 

軽 米 82 12    生産組合 

尾 田 25 13    生産組合 

山 内 80 14    生産組合 

 



 25 

Ⅲ 森林の保護に関する事項 

第１ 鳥獣害の防止に関する事項 

 １ 鳥獣害防止森林区域及び当該区域内における鳥獣害の防止の方法 

（１） 区域の設定 

該当なし 

（２） 鳥獣害の防止の方法 

該当なし 

 ２ その他必要な事項 

    該当なし 

第２ 森林病害虫の駆除及び予防、火災の予防その他の森林の保護に関する事項 

１ 森林病害虫等の駆除及び予防の方法 

 （１）森林病害虫等の駆除及び予防の方針及び方法 

森林病害虫等による森林被害については、病害虫等の種類や被害の状況等に応じて、被

害木の伐倒くん蒸等の駆除措置や薬剤散布等の予防措置など、的確な防除を実施しそのま

ん延を防止するとともに、間伐等により林内の風通しを良くするなど、森林の健全化を促

進しその未然防止を図るものとする。 

特に、松くい虫による森林被害については、平成 25 年に隣接する九戸村で確認され、平成

29年以降一戸町でも被害が確認されたことから、「岩手県松くい虫被害対策推進大綱」等に基

づく総合的な被害対策を推進するものとし、地元行政機関や森林組合、森林所有者等の協力を

得て監視体制を強化するとともに、被害木の早期発見と徹底駆除、さらに感染源を除去するた

め広葉樹林等へ樹種転換を図るなど、被害の拡大及び北上の阻止に積極的に取り組むものとす

る。 

また、被害対策の推進にあたっては、森林所有者や地域住民等の理解と防除活動への協力・

参加が得られるよう、普及啓発に努めるものとする。 

併せて、松くい虫被害材の移動禁止やアカマツ伐採施業指針の遵守について、林業・木材製

造業者等の理解と協力が得られるよう、普及啓発に努めるものとする。 

なお、森林病害虫等がまん延する恐れがあるなど、緊急に伐倒駆除する必要が生じた場合等

については、伐採の促進に関する指導等を行うことがある。 

 （２）その他 

森林病害虫等による被害の未然防止、早期発見及び早期駆除に向けて、地元行政機関や

森林組合、森林所有者等の連携による被害監視から防除実行までの体制整備に努めるも

のとする。 

２ 鳥獣害対策の方法（第１に掲げる事項を除く） 

野生鳥獣による森林被害については、これまで大きな被害が確認されていないことから、

鳥獣保護管理施策や農業被害対策等との連携を図りつつ、引き続きモニタリングを継続し、

その状況に応じて、植栽木の保護措置や野生鳥獣の捕獲を推進する。 

また、野生鳥獣との共存にも配慮し、間伐等の適切な森林整備をはじめ、野生鳥獣の生息

環境となる針広混交林や天然生林への誘導、さらに野生鳥獣と地域住民の棲み分けに配慮し

た緩衝帯の整備等を推進する。 

３ 林野火災の予防の方法 

林野火災による森林被害を未然に防止するため、森林巡視や啓発活動を適時適切に実施す

るとともに、背負式消火水のうや軽可搬ポンプ等の初期消火資機材を整備する。 

特に、春先の乾燥時期には、標識等の設置や防災無線の活用、消防機関等と連携したパレ
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ードを実施するなど、防火意識を高める啓発活動を強化するものとする。 

４ 森林病害虫の駆除等のための火入れを実施する場合の留意事項    

森林病害虫の駆除等のための火入れは、薬剤による駆除などの他の方法がない場合に実施

するものとする。 

その実施にあたっては、「軽米町火入れに関する条例」に基づく町長の許可を受け、消防 

機関に日時や場所、消火方法等を届け出るよう徹底するものとする。 

５ その他必要な事項 

 （１）病虫害の被害を受けている等の理由により伐採を促進すべき森林 

    該当なし 

 （２）その他 

    該当なし 

 

Ⅳ 森林の保健機能の増進に関する事項 

１ 保健機能森林の区域 

  該当なし 

森林の所在 森林の林種別面積（ha）  備考 

位置 林小班 合計 人工林 天然林 無立木地 竹林 その他 

該当な

し 

        

２ 保健機能森林の区域内の森林における造林、保育、伐採その他の施業の方法に関する事項 

  該当なし 

施業の区分 施業の方法 

該当なし  

３ 保健機能森林の区域内における森林保健施設の整備に関する事項 

  該当なし 

 （１）森林保健施設の整備 

   該当なし 

 （２）立木の期待平均樹高 

   該当なし 

樹 種 期待平均樹高(m) 備 考 

該当なし   

４ その他必要な事項 

  該当なし 
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Ⅴ その他森林の整備のために必要な事項 

１ 森林経営計画の作成に関する事項 

（１）森林経営計画の記載内容に関する事項 

森林経営計画の作成にあたっては、次に掲げる事項について適切に計画するものとする。  

なお、経営管理実施権が設定された森林については、森林経営計画を樹立して適切な施業を 

確保することが望ましいことから、林業経営体は、経営管理実施権配分計画が公告された後、

当該森林について森林経営計画の作成に努めるものとする。 

ア Ⅱの第２の３の植栽によらなければ適確な更新が困難な森林における主伐後の植栽 

 イ Ⅱの第４の公益的機能別施業森林等の整備に関する事項 

  ウ Ⅱの第５の３の森林の経営の受委託等を実施する上で留意すべき事項及びⅡの第６の３の共同 

して森林施業を実施する上で留意すべき事項 

  エ Ⅲの森林の保護に関する事項 

 

（２）森林法施行規則第33条第１号ロの規定に基づく区域      

区域名 林 班 区域面積（ha） 

晴山 ９～１２、３０～４４ 1,139.33 

高家尾田 ４５～５９ 976.03 

長倉 ９０～９９ 906.35 

山内西 １～８、１３～１７ 1,036.27 

山内東 １８～２９、２０８ 894.49 

軽米 ６０～８０、８４ 1,717.49 

上舘 ８１～８３、８５～８９、１００～１０８ 1,776.64 

笹渡 １０９～１３１ 1,782.48 

円子 １９４～２０３ 969.92 

小軽米 １３２～１４６、２０４～２０７ 1,893.79 

蛇口 １８２～１９３ 1,031.16 

米田 １７１～１８１ 1,303.16 

小玉川西 １６０～１７０ 1,307.68 

小玉川東 １４７～１５９ 1,712.25 

※路網の整備の状況その他の地域の実情からみて造林、保育、伐採及び木材の搬出を一体として効率的に行うことができ

ると認められる区域 

 

２ 生活環境の整備に関する事項 

  特になし 

３ 森林整備を通じた地域振興に関する事項 

  特になし 
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４ 森林の総合利用の推進に関する事項 

森林の総合利用施設の整備計画 

施設の種類 
現 状（参 考） 将     来 対 図 

番 号 位 置 規   模 位 置 規   模 

雪谷川ダム 

ﾌｫﾘｽﾄﾊﾟｰｸ軽米 

小軽米 全体面積 ２０ｈa 

林間広場  １,６００㎡ 

林間歩道  ２,６４０ｍ 

林間駐車場   ２ケ所 

ﾁｭｰﾘｯﾌﾟ園   １ケ所 

栗園           １ケ所 

市町村の森     １ケ所 

木の実園       １ケ所 

サルナシ園     １ケ所 

丸太遊具         １式 

運動広場       １ケ所 

体験炭窯         ３基 

テニスコート   １ケ所 

キャンプ場   ２２０㎡ 

休憩施設         １棟 

野外ステージ   １ケ所 

風車展望台       １棟 

管理棟           １棟 

親水広場       ２ケ所 

吊橋             １橋 

  １ 

健康とゆとりの

森 

折爪岳 全体面積 １４３ｈa 

林内歩道   ４,５３０ｍ 

展望台           １基 

野生生物観察施設 １棟 

林間広場  ３,０００㎡ 

防火施設        １式 

作業路      ６２０ｍ 

  ２ 

５ 住民参加による森林の整備に関する事項 

（１）地域住民参加による取組に関する事項 

  平成１０年４月に発生した山林火災は、焼失面積１４２ｈa と甚大な被害をもたらした。また、平

成１１年１０月に発生した豪雨災害による未曾有の被害は、町民に大きな衝撃と同時に身近な生活環

境の保護に関して大小の問題を提起した。 

  それ以来、国民の地球環境保護のため国土保全に対する期待が高まる中、当町でもボランティアに

よる植樹・保育作業や環境美化活動に対する大きな力の結集で再生活動を展開してきた。 

  併せて、昭和５９年度から「緑豊かなうるおいのある町」を目標に「グリーンデー」として、緑化

推進運動を展開し今日までに至っている。 

  今後とも、これまでの運動を大切にし、町民参加による幅広く息の長い活動として継続できるよう

支援していく。 
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（２）上下流連携による取組に関する事項 

  豊かな森林が河川の上流域に存在することは、下流域に対しても水土保全等公益的機能を発揮する

ことになる。 

  近年、林業や農村を取り巻く厳しい現実の中で、健全な森林を確保、充実していくためには、林業

関係者の努力のみでは限界があり、広く一般の理解が必要となっている。 

  このように、河川に対する森林環境の影響の大きさを踏まえて、馬淵川流域関係市町村等と上下流

連携した森林整備に努めるものとする。 

６ 森林経営管理制度に基づく事業に関する事項    

（１）経営管理権の設定状況 

該当なし 

（２）計画期間内における市町村森林経営管理事業計画 

該当なし 

 

７ その他必要な事項 

  盛土等の安全対策の適切な実施 

   盛土等に伴う災害を防止するため、宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和36年法律第191号）に基

づき、都道府県知事等が指定する規制区域の森林の土地においては、谷部等の集水性の高い場所に

おける盛土等は極力避けるとともに、盛土等の工事を行う際の技術的基準を遵守させるなど、制度

を厳正に運用する。 
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